
平成３０年度当初予算（案）の概要 資料１

歳入

・保険税　1,605,994千円→1,505,200千円（対前年比　△100,794千円、△6.3％）

被保険者数の減少等により保険税も減少傾向にある

保険税の改定分として、27,554千円の増額を見込んでいる

・県支出金　388,798千円→4,201,811千円（対前年比　+3,813,013千円、+980.7％）

歳出の保険給付費に対して交付される保険給付費等交付金が新設され大幅に増額

・繰入金　838,236千円→776,680千円（対前年比　△61,556千円、△7.3％）

法定外繰入金は、518,300千円から449,600千円と68,700千円の減額

被保険者数の減少、制度改正の影響による

・国庫支出金、療養給付費交付金、前期高齢者交付金、共同事業交付金は、

制度改正の影響により廃止

歳出

・総務費　42,455千円→50,765千円（対前年比　+8,310千円、+19.5％）

被保険者証の一斉更新、制度改正に係るシステム改修の影響で増額

・保険給付費　4,549,482千円→4,200,901千円（対前年比　△348,581千円、△7.6％）

被保険者数の減少等により、ほぼ全ての予算科目で減額

・国民健康保険事業費納付金　0千円→2,134,900千円（対前年比　+2,134,900千円、皆増）

制度改正により市町村から愛知県に納付金を支払うこととなるため新設

・後期高齢者支援金等、前期高齢者納付金等、老人保健拠出金、介護納付金、

共同事業拠出金は、制度改正等の影響により廃止



歳　　入 　　（単位：千円）

年　度 伸び率
％

現 年 課 税 分 1,015,558 1,098,725 △ 83,167 △ 7.6 一般平均被保険者数15,390人（H29　17,000人）　収納率94.61％

滞 納 繰 越 分 37,870 42,446 △ 4,576 △ 10.8 収納率23.13％

現 年 課 税 分 6,509 13,624 △ 7,115 △ 52.2 退職被保険者数110人（H29　250人）　 収納率94.61％

滞 納 繰 越 分 563 1,280 △ 717 △ 56.0 収納率23.13％

1,060,500 1,156,075 △ 95,575 △ 8.3

現 年 課 税 分 301,460 302,755 △ 1,295 △ 0.4 一般平均被保険者数15,390人　収納率94.61％　税率等改定分　19,074千円

滞 納 繰 越 分 11,619 12,149 △ 530 △ 4.4 収納率23.13％

現 年 課 税 分 2,012 3,828 △ 1,816 △ 47.4 退職被保険者数110人　 収納率94.61％　税率等改定分　136千円

滞 納 繰 越 分 134 287 △ 153 △ 53.3 収納率23.13％

315,225 319,019 △ 3,794 △ 1.2

現 年 課 税 分 120,726 118,346 2,380 2.0 一般平均被保険者数15,390人　収納率94.61％　税率等改定分　8,285千円

滞 納 繰 越 分 6,866 8,484 △ 1,618 △ 19.1 収納率23.13％

現 年 課 税 分 1,754 3,762 △ 2,008 △ 53.4 退職被保険者数110人　 収納率94.61％　税率等改定分　59千円

滞 納 繰 越 分 129 308 △ 179 △ 58.1 収納率23.13％

129,475 130,900 △ 1,425 △ 1.1

1,505,200 1,605,994 △ 100,794 △ 6.3 税率等改定分　合計27,554千円

2 △ 2 皆減

1,173,649 △ 1,173,649 皆減 一般の療養給付費、後期高齢者支援金等から前期高齢者交付金等の財源を控除した額に対する国庫負担（補助率　32/100）

46,783 △ 46,783 皆減 高額医療費共同事業に対する国庫負担（補助率　1/4）

9,501 △ 9,501 皆減 特定健診及び特定保健指導の基準費用に対する国庫負担（補助率　1/3上限あり）

74,288 △ 74,288 皆減 市町村間の財政力の不均衡を全国ベースで調整するための交付金、一般の療養給付費等に対して交付（補助率　9/100相当）

3,474 △ 3,474 皆減 国保ヘルスアップ事業委託料、健サポナビ使用料、後発医薬品希望カード・差額通知分、受診勧奨訪問指導

1 △ 1 皆減

5,616 △ 5,616 皆減

1,313,314 △ 1,313,314 皆減

68,016 △ 68,016 皆減 退職の療養給付費等に充てるため被用者保険から交付（補助率　10/10）

1,838,587 △ 1,838,587 皆減 前期高齢者（65～74歳）の医療費を全保険者間で財政調整するため、前期高齢者の加入者数等に応じて被用者保険から交付

56,283 △ 56,283 皆減 高額医療費共同事業に対する県費（補助率　1/4）、特定健診及び特定保健指導の基準費用に対する県費（補助率　1/3上限あり）

4,201,810 332,515 3,869,295 1163.6 歳出の保険給付費（出産育児一時金、葬祭費除く）に対して交付

1 皆増

4,201,811 388,798 3,813,013 980.7

187,134 △ 187,134 皆減 高額医療費共同事業（市町負担緩和対策）に係る交付金、費用額80万円超が対象

1,564,820 △ 1,564,820 皆減 保険財政共同安定化事業（市町負担緩和対策）に係る交付金、高額医療費を除く全医療費が対象

1,751,954 △ 1,751,954 皆減

330 1 329 32900.0 基金利子（平成28年度末基金残高　2,247,157円、平成29年度末基金残高見込　272,615,157円）

776,679 838,235 △ 61,556 △ 7.3 基盤安定（保険税軽減の補填分10/10）、出産育児一時金（2/3）、法定外、事務費（10/10）、財政安定化支援事業（10/10）

1 1 0 0.0

776,680 838,236 △ 61,556 △ 7.3

1 2 △ 1 △ 50.0 前年度歳入歳出差引額

5,263 5,410 △ 147 △ 2.7 保険税延滞金、第三者納付金、返納金等

6,489,285 7,810,312 △ 1,321,027 △ 16.9

※平成３０年度当初予算（案）の数値は、予算要求額であり議会の議決を経て決定されます。
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歳　　出 　　（単位：千円）

年　度 伸び率

％

47,833 38,424 9,409 24.4 雇人費・消耗品費・印刷製本費・通信運搬費（郵送料）・電算事務委託・共同電算処理（国保連）・国保連合会負担金

2,620 2,620 0 0.0 印刷製本費・通信運搬費（郵送料）

312 312 0 0.0 委員報酬

1,099 △ 1,099 皆減 消耗品費・印刷製本費（後発医薬品希望カード付きパンフレットなど）総務管理費へ付け替え

50,765 42,455 8,310 19.5

3,616,650 3,893,000 △ 276,350 △ 7.0 15,390人×235,000円／人

53,865 59,500 △ 5,635 △ 9.4 15,390人×3,500円／人

415,530 442,000 △ 26,470 △ 5.9 15,390人×27,000円／人

800 800 0 0.0

100 100 0 0.0

4,086,945 4,395,400 △ 308,455 △ 7.0

39,900 42,000 △ 2,100 △ 5.0 95件×420,000円／件

20 21 △ 1 △ 4.7 95件×210円／件

6,000 6,000 0 0.0 120件×50,000円／件

4,132,865 4,443,421 △ 310,556 △ 6.9

44,000 76,175 △ 32,175 △ 42.2 110人×400,000円／人

605 1,375 △ 770 △ 56.0 110人×5,500円／人

7,920 13,000 △ 5,080 △ 39.0 110人×72,000円／人

400 400 0 0.0

50 50 0 0.0

52,975 91,000 △ 38,025 △ 41.7

15,061 15,061 0 0.0 審査支払事務手数料46.86円／件×316,800件　レセプト電算処理0.68円／件×316,800件

4,200,901 4,549,482 △ 348,581 △ 7.6

1,469,095 1,469,095 皆増 愛知県に支払う納付金

8,056 8,056 皆増 愛知県に支払う納付金

487,713 487,713 皆増 愛知県に支払う納付金

2,934 2,934 皆増 愛知県に支払う納付金

167,102 167,102 皆増 愛知県に支払う納付金

2,134,900 2,134,900 皆増

1 1 皆増

996,761 △ 996,761 皆減

3,372 △ 3,372 皆減

60 △ 60 皆減

364,829 △ 364,829 皆減

1,751,958 △ 1,751,958 皆減

71,969 68,057 3,912 5.7 消耗品費・印刷製本費・通信運搬費（郵送料）・電算委託・健診委託6,300人(医療機関健診及び集団健診の受診見込)

6,421 6,622 △ 201 △ 3.0 運動教室委託・特定保健指導委託270人(医療機関保健指導及び集団保健指導等の実施見込)・健康サポナビ借上料・受診勧奨訪問指導

3,465 6,179 △ 2,714 △ 43.9 通信運搬費（郵送料）・後発医薬品差額通知作成委託・成人健診助成金

81,855 80,858 997 1.2

330 1 329 32900.0 国民健康保険特別会計運用基金積立金利子分

1 1 0 0.0 一時借入利子

10,532 10,535 △ 3 0.0 保険税還付金・還付加算金・過誤収納返戻金等

10,000 10,000 0 0.0

6,489,285 7,810,312 △ 1,321,027 △ 16.9
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退 職 被 保 険 者 等 医 療 給 付 費 分

一般被保険者後期高齢者支援金等分

退職被保険者等後期高齢者支援金等分

介 護 納 付 金


